
事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

1 森林環境保全推進事業
農林水産部
森との共生推進室

　森林環境税の税収及び使途を明確にするため、森林
環境保全基金を創設して管理するとともに、「県民意
識の醸成」、「環境を守り災害を防ぐ森林づくり」な
ど４つの施策を推進する事業に基金を充当する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　制度のＰＲについては、県庁ＨＰ、県広報誌、マス
コミ等の活用で周知に努めていますが、２３年度は、
森林環境税で整備した森林等に看板を設置するなど、
その効果を更に分かりやすく、工夫しながら広報に努
めてまいります。
　また、施策の柱を４つから３つに整理し、事業効果
がより見えやすくなるように取り組んでいます。
　なお、県農林水産祭では、森林環境税のコーナーを
設け、取組の写真展示等を行っています。

　若い世代の森林の大切さへの理解促進を図るため、
森林環境税を活用して、森林環境教育の推進に取り組
んでいます。
　２３年度も、子どもたちが遊びながら学べる森林学
習のフィールド整備や機会の提供、子どもたちと保護
者や団体、地域等が取り組む野外体験活動に森の先生
を派遣する事業などを更に充実しています。

　ご指摘のとおり、森林の維持管理は、過疎化・高齢
化の進行や木材価格の低迷などから、森林所有者だけ
に委ねることが困難な状況にあります。
　そのため、森林の公益的な機能を確保する観点か
ら、国、県、市町村等を通じた支援を行うとともに、
県民総参加の森林づくりを推進しています。
　なお、下刈りの助成は、原則６年間としています
が、林木の生育状況に応じて延長可能となっていま
す。
　また、竹林については広葉樹林への転換やタケノコ
生産林への誘導など地域のモデルとなるような竹林整
備を実施しています。

【政策名】恵まれた環境の未来への継承～ごみゼロおおいた作戦の推進～

平成２２年１０月

(5)回収状況

「平成22年度事務事業評価に対する意見募集」に係る集計結果について

大分県総務部行政企画課

　平成２３年度予算を編成するに当たり、各事務事業に対する県民の皆さんの意見を把握し、

各部局における予算要求に活用するために実施しました。

１．調査の概要

(1)目的

(2)対象地域

２．意見の概要及び意見に対する県の考え方・予算要求への反映状況

県内全域

(3)対象者

県政モニター １９４人

(4)実施時期

県政モニター １９４人 中 １０８人回答　　回答率 ５５．７％

県政モニターのご意見の概要

○森林環境税制度のＰＲ
　大切な税金であるのに、県民にあまり周知されてい
ないので、もう尐し分かりやすくＰＲに努めていただ
きたい。
　この税の使途や事業効果がわかりづらい。事業の重
点化を図るべきではないか。
　県農林水産祭で、森林環境税に関するブースをつ
くってみてはどうだろうか。

○森林の大切さの理解促進
　森林環境の保全は、将来の水と空気を守ることでも
あり、とても大切と思います。この重要性をもっと県
民に認識してもらう必要があると思います。
　子どもや大人に自然の大切さを問いかけていくべき
だと思います。自分が住んでいる山や海、川などで遊
び学べると思います。自然についてもっと学ぶ時期で
はないかと思います。

○森林の適正管理
　森林環境保全は、地球温暖化や治水面で重要である
が、山の荒れ様は近年激しいものがある。高齢化、過
疎化に加え、木材価格も低下しており個人ではとうて
い維持できない時代となっている。
　森林の維持管理は今後行政のもとで行っていくこと
が現実的であり、特に植林後の下刈り助成金は１０年
位の期間で必要ではないか。
　また、竹林が昨今特に荒れており、対策が必要と思
います。



　間伐等の手入れが適切に行われていない森林は、下
草等が十分に生育しないため、降雤時に土砂の崩壊や
流出による災害発生のリスクが高まる恐れがありま
す。
　そのため、適期の間伐を進めるとともに、新規植林
時には、概ね２割程度の広葉樹を植栽するなど、防災
等の公益的機能と木材生産機能のバランスのとれた森
林づくりを推進しています。

　材価の低迷に加え、シカの被害等は森林所有者の経
営意欲を低下させています。
　このため、森林環境税も活用しながら、防護柵の設
置等による予防対策や効率的に生息数を減らす捕獲対
策などに総合的に取り組んでいます。
　今年はシカの生息数を適正な密度まで下げるため、
更に捕獲対策を強化しています。

2
ごみゼロおおいたキャン
ペーン展開事業

生活環境部
地球環境対策課

　「ごみゼロおおいた作戦」を県民総参加の継続した
取組として展開するため、県民が身近に取り組める参
加型の環境保全活動を実施する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　美しく快適な大分県づくりのため、引き続き、１２
０万人県民一斉ゼロ大行動を、８月７日の環境美化の
日と観光シーズンの１０月中に実施し、ごみゼロ隊や
ごみゼロおおいた推進隊の拡充にも努めることとして
います。
　特に老人クラブにおいては、社会奉仕の日として９
月２０日に県下一斉に環境美化活動を実施するここと
としています。

　県庁舎本館と別館の３～５階、および新館１階、別
館９階に加えて、別館２階でも緑のカーテンを設置す
ることとしています。

　平成２３年度に大分県新環境基本計画の中間見直し
が予定されており、既に大幅に平成２７年度目標値を
超えている成果指標についても検討することとしてい
ます。

　平成２３年度に大分県新環境基本計画の中間見直し
が予定されており、既に大幅に平成２７年度目標値を
超えている成果指標についても検討することとしてい
ます。
　キャンドルナイトのＰＲは、本年度も新聞５紙に掲
載することとしています。

　キャンドルナイトは、６月夏至の日、７月七夕、
１２月中の３度実施することとしています。
　また、ごみゼロ大行動は、８月７日の環境美化の日
と観光シーズンの１０月中の取り組みとして実施する
こことしています。

　１２０万人夏の夜の大作戦と１２０万人県民一斉ゼ
ロ大行動のほか、四季折々キャンペーンとして、春の
緑のカーテン、夏の打ち水、秋のエコ・クッキング、
冬の重ね着について季節ごとにキャンペーンを実施す
ることとしています。

　住宅用太陽光発電等導入促進事業として、住宅用太
陽光発電（３kw以上）と省エネ機器（エコキュートや
ＬＥＤ照明器具等）の複合的導入に対して１件あたり
１０万円の補助をすることとしています。

県政モニターのご意見の概要

　美しくきれいな郷土、大分県づくりは、観光県とし
ては最も重要な取組です。海岸、山にいつもゴミが散
乱しています。特に別府湾沿岸。先日も西日本電線の
横の海に行きましたが、ゴミの山です。マナーの向上
が啓発活動が必要です。必要な箇所には看板の設置が
必要です。釣り客のマナーが非常に悪いと思います。
大分市等はごみゼロの日を設けているようですが、現
在推進中のごみゼロ一斉キャンペーンを推進、継続が
必要です。さらにボランティア組織の拡充に努めるこ
と、特に老人クラブに働きかけをお願いいたします。

　緑のカーテン事業に力を入れてもらいたい。

　ごみゼロ大分キャンペーン展開について、成果指標
の目標数値について、実績値が上がってきているの
で、目標値である平成２３年～平成２７年までの数値
を２，０００より目標を上げてもよいのでは。また、
事業費の決算額も年々上がっているので、やはり目標
を上げるべきでは。

　２２年度以降の目標値が低い。初年度の１９年度の
実績が２０００件を超えており、２２年度以降の目標
値が２０００件では低すぎます。２７年度まで続く施
策ですので高い目標値に改定すべきです。キャンドル
ナイトの実施は、ＰＲ業務などは民間団体の方が、い
ろいろアイデアがあり、委託できるのでは。

　キャンペーンは、一日だけではなく、もっと継続的
に出来る取り組みがあるとよいと思います。

　事業の実施状況として、１２０万人夏の夜の大作戦
と１２０万人県民一斉ゼロ大行動があげられている
が、これ以外にも毎年恒例の事業があればよりよいと
思う。それは、やはり同じ事業を数年に渡りすること
で徐々に浸透していくとは思うが、マンネリ化してい
くことも懸念される。目的はごみゼロということであ
ろうから今後ともその実現に向けたさまざまな事業を
期待する。

○鳥獣被害対策
　森林保有者は高齢化し、後継者も不足している中
で、せっかく植林してもシカに木の芽や皮を食われ、
ますます手がかかってきている。
　シカの被害が拡大しており、適正規模まで駆除する
ことが必要である。

　各事業所、家庭等のライトダウンの実施もすばらし
いのですが、ＬＥＤ電球の普及促進及び補助も実施に
向けてキャンペーンを促して、県民の電気消費量の削
減を図れるように実施していただけたらありがたいこ
とだと思います。

○森林の保水力向上対策
　防災目的も大事であるので、植林時に、針葉樹では
なく広葉樹を主体に考えて、山の保水力アップを図る
ことが重要と考える。



3
道路愛護ボランティアサ
ポート事業

土木建築部
道路課

　年々増加していく草刈りなどの道路管理費の増嵩幅
が抑制されるように、また、県内各地において、主体
的に形成されている道路愛護団体の道路愛護の気運醸
成が図られるように、道路愛護団体が行う草刈り等の
活動に対する支援等を実施する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　現在、県庁ホームページにて事業の紹介、募集を
行っており、充実・更新を図ります。また、ボラン
ティア活動実施中のＰＲ看板（作業中に設置するも
の）について配備を進めています。（現在、一部の土
木事務所に貸し出しを行っています。）

　当事業の目的は、県民と行政との「協働」による取
り組みで、ボランティア等による環境美化活動の拡大
により、地域に密着した愛着のある道路づくりを推進
するものです。
厳しい財政状況のもと、良好な道路環境を維持するた
めの取り組みとしてご理解をお願いします。

　引き続き良好な道路環境の維持に努めてまいりま
す。

　社会資本整備に伴い、道路維持費は年々増加してお
り、支出減にいたっていない状況にあります。また、
ボランティア参加者数は例年多くの方々にご参加いた
だき、増加傾向にあります。
　平成２３年度は、長期継続団体への活動奨励金制度
を廃止し、その費用を草刈り・花植え活動の支援に充
当することとしていますが、予算の範囲内でできるだ
け多くの方々に支援を行うため、２回とさせていただ
ています。
　縁石部分の除草については、通行車両の危険が伴う
ため、道路外側部分を対象としていましたが、実施状
況により対象範囲の追加等検討を進めてまいります。

　ボランティア活動に対する支援という趣旨から、燃
料代、消耗品等の経費、種苗等の費用を負担させてい
ただいていますが、ご意見いただきました機械、台車
等は各団体の備品となること、また、高額となり実際
の支援は困難であるため、当事業での支援対象からは
除外しています。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

4
県民安全・安心メール配
信事業

生活環境部
防災危機管理課

　被害を最小限にするためには、県民、防災関係機関
が防災情報や災害時緊急情報などを迅速・確実に把握
する必要があるため、「県民安全・安心メール」を配
信する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　チラシ以外にも県の広報番組や県・市町村広報誌、
各種講演会などあらゆる機会を捉えて様々な方法によ
り広報しております。チラシについても各種講演会等
を利用して配布しております。
　本年度もチラシを作成し、市町村や社協等への配布
や各種講演会等での配布を行うこととしております。
　また、自主防災組織などの防災関係者等に対して、
登録するよう取り組みます。

　周知については、県の広報番組や県・市町村広報
誌、各種講演会などなるべく経費の掛からない方法に
より行っております。
　また、様々な機会を捉えてテレビや新聞などメディ
アを通した広報も実施しております。
　今後とも、あらゆる機会を捉えて様々な方法により
広報していきます。
　なお、自主防災組織などの防災関係者等に対して、
登録するよう取り組みます。

【政策名】安全・安心な暮らしの確立

県政モニターのご意見の概要

　チラシ作成とあるが、安全メールに関するチラシは
見たことがありません。市役所など良く行く方以外は
あまり知らないのでは？もっと別の方法での呼びかけ
が必要と思う。

　このような事業があることを知らなかった。もっと
知ってもらうようにして欲しい。テレビやラジオを利
用し、県民に知らせるとか方法を検討してもらいた
い。

県政モニターのご意見の概要

　草刈り機械購入費、台車等の購入費用を負担できな
いか？

　当事業での草刈り補助の対象回数が現在２回である
が、現地状況を考慮し３回に増やせないか？
　ボランティア活動は、業者工事を削減し、県支出が
減になっている筈であり、その視点から提案する。
　歩道と車道の間の縁石部分の草刈りも対象とならな
いか？

　過疎化・高齢化に伴い負担が大きく、集落を結ぶ道
路延長も長い。地域での草刈りなど対応が困難。

　道路の維持管理は道路管理者である県が担うべき。
ボランティアに頼ることではない。必要な予算は積極
的に計上し、十分な管理を行うべき。

　いかに住民意識を向上、関心を持ってもらうか。行
政に頼らない地域づくりを進めるため、周知を徹底す
るべき。地区の回覧板や市報などで呼びかけては？
ボランティアに参加したいが方法がわからない。



　屋外拡声器や戸別受信機などの防災無線の整備・普
及は、市町村が実施するものでありますが、費用面か
ら整備が進んでいない地域があります。また、防災無
線は屋外の伝達に難があるため、こういった難点を解
消するため、本メールを配信しております。
　今後とも、事業を継続していき、より多くの県民の
方へ防災情報を伝達していきます。

　メールの内容は、できる限り簡潔な文章になるよう
工夫に努めております。
　配信については、通信料の負担を考慮して、警報な
ど災害時等の安全・安心に関する緊急性の高い情報を
選定して配信しております。
　今後とも調査・研究を行い、県民の安全・安心に寄
与する情報配信に努めていきます。

　登録説明する際には、メールの有用性も交えて説明
しております。メールによる防災情報の伝達は、東日
本大震災においても有効であることが証明されました
ので、今後は、この点も交えながら登録促進をしてい
きます。
　また、本メールは、市町村の防災無線等を補てんす
る役割もあるため、市町村には、防災無線等の不感地
域等への活用も呼びかけております。今後は、不感地
域への活用とあわせて、自主防災組織などの防災関係
者等への重点的な登録促進を行い、防災関係団体の迅
速な防災対策につなげていきたいと考えております。

5 木造住宅耐震化促進事業
土木建築部
建築住宅課

　昭和５６年以前に建築された木造住宅の耐震性が向
上するよう、所有者が行う耐震診断・改修について市
町村がその費用を補助する場合、その一部を市町村に
助成する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　平成２１年度より耐震・リフォームに関する相談員
の派遣制度を設けており、県の委託先である(社)建築
士事務所協会より専門の建築士が現地に伺い、調査や
情報提供などを行うこととなっています。
　また、市は本事業の窓口の一つとして重要な箇所と
認識しております。市民からの相談については、いっ
そう的確に行えるよう促して参ります。

　住宅の耐震診断における補助限度額を平成２２年度
より１万円引き上げ３万円としています。また毎年度
当初に市町村に対する事業説明会を開催し、事業内容
についての理解を深め、分かりやすく説明できるよう
指導しています。
　耐震助成制度の見直しにつきましては、耐震工事の
実績等を考慮しながら、今後の耐震工事普及のための
課題としていきます。

　地震保険制度には耐震診断割引制度があり、耐震診
断や耐震改修工事によって現行の耐震基準を満たす場
合は保険料の１０％割引が適用できることとなってい
ます。

　県では平成２０年度より木造住宅の耐震診断・改修
工事の補助事業の申請手続きに精通し、県民が安心し
て依頼できる良心的な業者を「おおいた住まい守り
隊」として登録しており、登録業者には登録者証を交
付しています。
　本登録制度のＰＲは、広報誌等で行っております
が、今後とも、県民の方への周知は、あらゆる方法で
行って参ります。

　県では平成２７年度までに住宅の耐震化率を９０％
とすることを目標としており、このため耐震改修工事
に対する補助金については平成２０年度より年間１０
０戸分の予算措置を行っています。

　耐震改修補助実施件数の目標値が高いと思う。せめ
て５０件にしてはどうかと思う。

県政モニターのご意見の概要

　大変、近代的で素晴らしいアイデアだと思います
が、依然メールなどわからない人がたくさんいるとい
うのが現実で、この取り組みプラス防災無線、スピー
カーの普及にも力を入れたらどうでしょうか？
　メールの使い方をわからない年配の方が多いので、
一つ、ご検討のほどを。

　メールの内容が分かりづらく、配信が尐ないように
感じます。

　評価指標の一つとして、メールの送信件数も必要で
はないか。正規の防災連絡よりメールの方がすぐれて
いる点を事例（他県に事例でも可）をまじえて、ＰＲ
したら有用性を理解してもらえるのでは。正規の防災
連絡では不十分な地域を洗い出し、その地域に重点的
にＰＲしてはどうか。

　昭和５６年以前に建てられた家に私は住んでいる。
市の報道で地震対策の有無と耐震調査の希望で「是非
希望」と出したが全く反応なし。最近、毎日のごとく
東北方面でＭ５くらいの地震があっている。早く取り
かからないと起きてからでは遅い。地震と耐震構造の
不備があるかどうかの調査員を早く派遣して欲しい。

　木造住宅耐震化支援は業者に対する信頼度の不安も
あり、（リフォームはトラブルが多い）責任者を知り
たい。耐震予防よりシロアリ予防の方が危険なのでこ
ちらの方を先にやってほしい。
　耐震業者は県の認めるカードを提示してもらいた
い。

　診断士の登録は良いアイデアです。非常時の意識の
向上は個人には今ひとつのようでこれが問題です。保
険会社とのタイアップの促進です。

　現在の住宅は木造及び防火造の建物が大半であり、
耐震性は弱いので進めてもらいたい。居住者は高齢化
しており、緊急時に対応が難しいので、早急に対策を
講じるため補助率を上げてもらいたい。
　耐震診断補強工事について問い合わせ連絡先等につ
いて、市町村の対応には丁寧に説明できるシステムを
構築して欲しい。



6
空き交番・県民安全相談
緊急対策事業

警察本部
広報課、地域課

　地域の生活安全センターに位置付けられている「交
番」について、県民の要望である「パトロールの強
化」と「不在状態の解消」を図るため交番相談員を充
実する。また、複雑多岐にわたる県民からの相談に迅
速・的確に対応するため、専門知識を有した相談員を
警察署に配置する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　パトロールの強化対策として、交番の体制強化、管
内情勢に応じた勤務基準の運用等を行っています。ま
た、限られた人員で最大限の効果を上げるため、犯罪
情勢の分析等により、地域の実情に応じた効果的な活
動を実施しています。

　交番相談員は、全２９交番中１９交番、警察安全相
談員は、１７警察署中７警察署に配置を行っています
が、不在交番の解消及び相談受理体制の強化を図るた
め、全交番、全警察署への配置を目指しています。

　相談員は、県民の生命財産に関わる高度な判断を要
する業務であり、また、相談に迅速・的確な対応が必
要なことから、専門的な知識を有する者の中から適任
者を採用しています。採用後は、研修を実施し、相談
員の質的向上を図っています。

　街頭パトロールを強化し、かつ、交番の不在状態の
解消を目的として、本事業により交番相談員の配置を
行っています。
　交番相談員は、平成２２年度に３名増員され、現在
２９交番中１９交番への配置を行っていますが、不在
交番の解消を図るため全交番への配置を目指していま
す。

　現在、各警察署に担当者を配置し相談への対応を
行っていますが、年間約１２，０００件の相談を受理
し、迅速かつきめ細やかな対応を行うためには、現行
の治安情勢の下では、警察安全相談員を配置するな
ど、体制の強化が必要です。また、交番相談員にあっ
ても、通学路における子どもの見守り活動等の業務拡
充や地域の実情に応じた勤務時間の変更による活動内
容の充実を図っています。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

7 地域防犯力強化育成事業
警察本部
生活安全企画課、
尐年課

　県民が身近に不安を感じる事案が増加傾向にある中
で、「犯罪に遭うのではないか」という県民の不安感
をなくすために、防犯ボランティアの拠点の設置やス
クールサポーターの配置等により、地域住民や自治体
等と連携した防犯対策をより強力に推進する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　防犯ボランティアの活動拠点として「まもるステー
ション」を平成１９年度から１１地域に設置し、活動
資機材貸与等の支援を実施しました。平成２２年度か
らは、地域防犯拠点の整備事業、青色防犯パトロール
車の経費の一部を支援する事業等を行っています。ま
た、全１７警察署において、パトロールの実施要領や
効果的活動方法等を内容とするボランティアリーダー
研修会を開催しています。

県政モニターのご意見の概要

【その他】
○職員で相談等に対応できるよう努力して欲しい。経
費を増やすのなら充実してもらいたい。

【交番の不在状態の解消】
○いつ行っても交番に警察官が居ない。パトロールも
大事だが、交番にいる時間を増やしてほしい。
○相談員は、もっと増やしても良いと思う。交番には
最低２人は居てほしい。

【相談員の育成等】
○相談員の充実だけでなく、基本業務に対する教育を
してほしい。
○交番に一般県民を配置し、警察に関する事務を行わ
せるのは疑問である。相談員の資格が問題である。
○相談員は、警察官や県職員ＯＢ等によるボランティ
アで活動できないか。

【交番相談員・警察安全相談員の充実】
○安全で安心して暮らせるまちづくりを推進する観点
から、県内全ての交番に交番相談員を配置すべきであ
る。
○限られた予算で難しいと思うが、多様化する犯罪の
抑止のため警察安全相談員の増員を図るべきである。
○相談員が充実すれば、交番の不在状態が解消され、
住民が安全で安心した生活を送れる。

【パトロールの強化】
○パトロールの強化とあるが、小学生の下校時間帯な
どパトロールをして欲しい時間帯にパトロールしてい
る姿を見かけない。
○パトロールの強化は登下校時はもちろん、塾から帰
る夜間の時間帯にも行ってもらいたい。
○人通りの尐ない道、街灯の尐ない道など、住民が怖
いと思う場所を直接聞き、パトロール時に注意を払っ
てほしい。
○住民の安全な生活を考えると、早急にパトロールの
強化を実施してほしい。

県政モニターのご意見の概要

【政策名】安全・安心な暮らしの確立

【自主防犯パトロール隊への支援活動の充実】
○予算が尐ないためパトロール活動の備品整備ができ
ていない状況にある。
○自主防犯パトロール隊への研修、支援活動が不十分
である。その内容、方法等を検討して欲しい。



　本事業により、防犯ボランティアの活動拠点の整
備、物品支援を行い、防犯ボランティア団体の育成及
び活動の活性化を図っています。また、あらゆる機会
を通じて広く防犯ボラティアへの参加を呼びかけ、本
年５月末現在で３１９団体、２７，５０４名の方が活
動を行っています。

　本事業により、情報共有のための拠点として、「ま
もるステーション」を１１地域に設置しました。ま
た、平成２２年度から地域防犯拠点整備事業により、
防犯パトロール隊の活動拠点を３年間で９０箇所整備
します。
　活動拠点には、看板を設置し地域での認知度向上を
図るとともに、テレビ、新聞等により、自主防犯パト
ロール隊活動の広報に努めています。

　地域の防犯力を強化するために、防犯ボランティア
団体に対して、「まもめーる」システムなどを活用し
て地域の犯罪状況等の情報提供を行い、地域の実情に
応じた効果的な活動が行えるよう支援しています。ま
た、防犯ボランティア研修会を開催し、地域住民と警
察との情報共有、連携強化を図っています。
　また、本事業は、県民の自主防犯活動を支援し地域
の防犯力を強化することで、県民が安全で安心して暮
らせる地域を作ることを目的としています。不在交番
の解消・県民安全相談体制の強化を図ることを目的と
した「空き交番・県民安全相談緊急対策事業」と併せ
て実施することは困難と考えますが、関連した事業に
関しては、相互の連携に努めています。

　スクールサポーターは、非行問題に関する学校支援
や不審者侵入防止訓練等を行っており、非行等の問題
を抱える保護者に対するカウンセリングは、警察本部
尐年課に附置した大分っ子フレンドリーサポートセン
ターの専門職員が子どもの立ち直り支援活動として実
施しています。
　スクールサポーターは、平成２３年度に２名増員し
体制を強化するとともに、技能向上のため研修会等を
行っています。また、スクールサポーターの認知度を
高めるために、テレビや新聞、リーフレット等を活用
して広報に努めています。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

8
ＧＡＰ導入プロジェクト
推進事業

農林水産部
おおいたブランド
推進課

　農産物生産者が、安全な農産物を生産し、消費者や
取引先からの信頼を確保していけるよう、自主的な生
産工程管理手法であるＧＡＰ手法の導入を推進する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　ＧＡＰとは、Good Agricultural Practice の略語
で「適正農業規範」もしくは「農業生産工程管理」と
訳されます。肥料・農薬の適正使用や廃棄物の適正処
理、作業の安全確認など農産物の生産から出荷までの
各工程ごとに管理を行い、適正な作業を実施していく
ものです。
　本県では平成２０年度からＧＡＰ導入の啓発に取り
組んでいますが、新たな考え方・手法であるため、消
費者の方にも聞き慣れない言葉となっています。
　ＧＡＰの取組は、従来から生産者が行っていること
の「見える化」を図るものでもあり、直接、付加価値
に結びつきにくいものではありますが、「安全・安心
な農産物づくり」の基礎となる取組です。
　今後は、生産者と消費者の相互理解を図るために
も、シンポジウムの開催などにより、広く認知される
ものとなるよう努めます。

【スクールサポーターの活動等】
○教師には学習に力を入れてもらいたいので、非行問
題等はスクールサポーターの力を借りて良いと思う。
もっと増員すべきである。また、保護者に対するカウ
ンセリング等による支援活動を行ってはどうか。
○スクールサポーターの強化、人材育成が必要であ
る。
○スクールサポーターの知名度を上げる必要がある。

○一般県民（消費者）・流通関係へのＰＲ
  ＧＡＰの意味がわからない人が（私を含めて）たく
さんいると思いますので、ＰＲを工夫、充実して欲し
いと思います。
  ＧＡＰ導入には、まず消費者・流通へのＧＡＰ啓蒙
活動が重要だと思います。生産者がＧＡＰを導入した
場合のメリットが余り感じられませんが、これは消費
者がＧＡＰを全く知らない為、ＧＡＰが農産物の付加
価値になっていない事が原因であると考えます。ま
た、県産品のイメージアップのためにも、県民や流通
関係者へのＰＲが必要と思います。

県政モニターのご意見の概要

【地域防犯活動の強化】
○地域の防犯力の強化が必要である。
○地域住民と交番警察官の交流会を行ったり、街灯の
尐ない場所の調査や公園など児童が立ち寄る場所のパ
トロールなどが必要である。
○空き交番・県民安全相談緊急対策事業と一緒に行う
ことで効率化を図ることはできないか。

【自主防犯パトロール隊活動の周知】
○防犯ボランティアの情報共有場所が分からない。
○「まもるステーション」の知名度を上げる必要があ
る。

【自主防犯パトロール隊員の育成、拡大】
○全国で多くの不安な事件が多発し、県民も不安を抱
えていることから、防犯ボランティアの育成は不可欠
である。
○区長会や婦人会、ＰＴＡなどに対し、防犯ボラン
ティア活動への参加を働き掛けてもらいたい。



　生産者に対しては、これまでも研修会等で啓発、指
導を行っていますが、今後も指導を徹底してまいりま
す。また、直売所の出荷者に対しても指導を徹底し、
県産農産物の安全・安心の確保に努めます。

　２３年度以降は、生産者への普及を更に拡大するた
め「ＧＡＰ普及拡大推進事業」を実施することとして
おり、新規参入企業などの生産現場へも導入を推進し
ています。

　これまでも県の普及指導員を研修派遣するなど指導
者の養成を行っていますが、２３年度は、日本ＧＡＰ
協会主催の指導者研修を本県に誘致するなど、研修機
会の拡大にも取り組みます。

　生産者の負担軽減のため、自主的な残留農薬検査を
実施しているＪＡ全農おおいたに対し、検査機器の導
入補助を行いました。
　また、日本ＧＡＰ協会等の認証費用の一部助成は２
３年度も継続して行います。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

9
ＤＶのない社会づくり推
進事業

生活環境部
県民生活・男女共
同参画課

　女性の人権を侵害し、男女共同参画社会実現の妨げ
となるＤＶを根絶し、男女の人権が尊重され、暴力の
ない、誰もが安心して暮らすことができる社会をつく
るため、地域におけるＤＶ啓発講師の養成及び若年者
向けのＤＶ予防啓発セミナーなどを実施する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　県、市町村、警察等関係機関がＤＶに関する相談や
被害者支援について共通認識を持ち、相互の連携を図
るため、「ＤＶ被害者保護関係機関ネットワーク会
議」や「ＤＶ相談員研修会」等を定期的に開催してい
ますが、今後も連携体制を強化していきたいと考えて
います。

　近年、デートＤＶと呼ばれる恋人間でおこる暴力等
も問題となっており、若年者に対する啓発も重要と考
えています。本年度も、高校生・大学生・教職員を対
象に、「デートＤＶ防止セミナー」を実施し、若年者
に対する予防啓発に取り組んでいます。
　また、「女性に対する暴力をなくす運動」キャン
ペーンや「相談窓口啓発カード」の配布などあらゆる
機会を通じて相談窓口の周知に努めます。

　１１月１２日～２５日の「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に併せ、県、市町村ともに関係団体等と
連携した街頭キャンペーンを行っておりますが、今後
もＤＶ防止に向けて充実させていきたいと考えていま
す。

　ＤＶ防止について県民の理解を深めるため、各種の
研修会や講座等を実施していますが、引き続き、街頭
キャンペーン等による県民への意識啓発や、市町村、
教育関係者、地域指導者等に対する研修会を積極的に
開催するとともに相談窓口の周知を図るなどＤＶ防止
に向けた取り組みを行います。

　相談する場合、町警察等の連携を図るような組織作
りをし、安心して生活できる体制を作って欲しい。

　事業の内容において、ＤＶ防止法という社会におい
て必要なことを推進するということであるので、今後
とも積極的に取り組んでもらいたい。ただ、気になる
のが成果指標・実績の実績値が年々微減しているた
め、増加につなげるためさまざまな内容の事業を今後
はしていただければと思う。なかなかＤＶという問題
は表面化しないものであると思うので、まずはＤＶは
どのようなものでありどのように悪いのかということ
を伝え、それをなくすためにどのようにすればよいの
かについて推進してもらえればなと思う。

県政モニターのご意見の概要

　ＤＶ防止研修参加者数等の実績値が年々減尐傾向に
あるため、市町村主体による街頭キャンペーンの実施
を強化する。

　中学生、高校生のうちから、ＤＶに対する認識を深
めるための啓発運動をやってください。
　パートナーのやっていることはＤＶであることを告
発できる環境を作ってください。ＤＶの低年齢化は間
違いなくあると思います。

【政策名】人権を尊重し共に支える社会づくりの推進

○生産者への啓発
  食の安全性からも、今後非常に必要と思います。農
産物生産者への徹底をよろしくお願い致します。
  また、各市町村での道の駅等で販売されている農産
物に対して、安全面で一部心配な面もあります。生産
者の食の安全に対する意識向上の徹底が必要だと思い
ます。

○実践者への補助
　ＧＡＰ導入に取り組む生産者組織に対して残留農薬
検査料等の一部助成を行って欲しい。

○取組み（事業）の継続
  ２０年度に開始、２２年度で一応の区切り、試行的
要素が強いようですが、今後の展望として農業参入の
企業、新規従事者も考えられ、そんな団体、ルーキー
のためにも数年はシステムを残しておいてはと考えま
す。
  事業会社がやってるような効率的な経営・生産手法
を農業に導入するのは大いにやって頂きたいと思いま
す。

○指導者の育成
　生産現場で普及指導する人材の養成。機会をもっと
増やして欲しい。



　県配偶者暴力相談支援センターへの相談件数は、各
種セミナーの開催による意識啓発や相談窓口の周知等
により、平成２１年度　４１７件、平成２２年度　５
９３件と増加しています。
　また、ＤＶは子どもの心身にも深刻な影響を及ぼす
ことから、昨年度「教育関係者のためのＤＶ被害者対
応マニュアル」を作成し、県内小中高校へ配布しまし
た。今後も、教育委員会や児童相談所等の関係機関と
の連携を充実させていきたいと考えています。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

10
ユニバーサルデザイン実
践モデル事業

福祉保健部
地域福祉推進室

　住む人が暮らしやすく、訪れる人にやさしい大分県
を実現するため、ユニバーサルデザイン（以下、ＵＤ
という。）による社会づくりを推進する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　車いすマーク駐車場の適正利用を推進するには、駐
車マナーの徹底や思いやりの心の醸成が必要であるた
め、２２年度は県内各地の大規模商業施設等におい
て、車いすマーク駐車場の必要性を広く一般県民に正
しく理解してもらうためのキャンペーンや小中学生を
対象にした出前授業を実施しています。
　なお、２３年度は、県から交付された車いすマーク
駐車場利用証を持った歩行困難者だけが車いすマーク
駐車場を利用できるという、パーキングパーミット制
度の導入をすることとしています。

　２３年度は出前講座により、公共交通機関やホテル
従業員、地域住民等に広くＵＤについて周知、説明す
るなど、ＵＤの普及啓発に努めています。
　２３年度は地域でＵＤ活動に取り組む民間事業所等
を支援することとしています。

　ＵＤ社会の実現に向けて１７年度からＵＤの普及啓
発を行っています。２０年度からは具体的・先進的な
ＵＤの実践を図るため、「ユニバーサルデザイン実践
モデル」を実施しています。
　今後も引き続きＵＤの普及を図るため、行政だけで
なくＮＰＯ等の主体的な活動を支援するとともに、障
がい者等が安心して外出できるよう、駐車場の確保等
を通して、県民一人ひとりの意識啓発を図ることとし
ています。

　ＵＤの理解度調査は、１８年度から県政モニターへ
のアンケートにより行っています。調査結果からは、
「言葉も意味も理解している」割合は４０パーセント
となっています。
　同じ質問に対する回答の推移を見ることで理解度の
推移が把握できると考えています。

　県では新たに建設される一定規模以上の公共施設に
ついては、「大分県福祉のまちづくり条例」により、
洋式トイレの設置等を義務づけています。
　既存の施設については、この条例により、設置者は
バリアフリー化するよう努めることになっています。
　今後、バリアフリー化された施設については、公表
することも予定していますので、設置者にはバリアフ
リー化の取組をできるだけ早く取り組むよう要請して
いきます。

県政モニターのご意見の概要

（公共施設のバリアフリー化について）
　バリアフリーは進んできたと思うが、未だに和式ト
イレしかない体育館や公民館がある。費用がかかると
思いますが、だれもが利用しやすい施設になるようバ
リアフリーを進めてほしい。

（ＵＤの理解度について）
　ＵＤの理解度が４０パーセントとあるが、これは過
大ではないのか。また、毎回同じ質問をされても同じ
回答しかできない。

（ＵＤの推進について）
　県のユニバーサルデザイン推進に関する事業の経過
を示し、市民・県民に直接的に接した対策を行ってき
たか問い直してほしい。
　また、ＵＤの理解には時間がかかるとされている
が、その原因を明らかにすべきと思う。限定的な人へ
の講習よりも、県民一人ひとりへの意識を高める取
組、わかりやすい説明を検討してほしい。
　県民のＵＤの理解を進める取組は是非進めてほし
い。社会福祉法人のノウハウを取り入れてはどうか。

（ＵＤ総合学習講座について）
　ＵＤ総合学習講座を民間企業や住民に対して実施す
ることで県民のＵＤの理解率を高めてほしい。

（車いすマーク駐車場の適正利用について）
　よく利用する公共的施設やスーパーなどで、車いす
マーク駐車場のスペースがきちんと空いていることが
尐ないので、適正利用の推進を強力に行ってほしい。

　ＤＶのセミナーの参加者数による、達成率を表記し
ているが、実際に「相談件数・通報件数」については
どうなのかが気になる。実際の達成目的は、ＤＶがな
くなることなのでセミナーの効果の結果も知りたい。
ＤＶは、児童虐待にも関係するので児童虐待を扱う部
署との連携もきちんと取られているのかも気になる。

【政策名】地域で共に支え合う社会づくりの推進



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

11
大分にこにこ保育支援事
業

福祉保健部
尐子化対策課

　３歳未満児の保育料について、第２子は半額、第３
子以降は無料とする市町村に対して助成することによ
り、保護者の子育てに係る経済的負担を軽減し、子ど
もが健やかに生まれ育つ環境を整備する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　本事業は、子育てに係る経済的負担の軽減策の大き
な柱の一つであることから、制度活用を市町村に促
し、特に認可保育所第２子にかかる保育料軽減につい
ては、未実施市町村に対し引き続き働きかけを実施し
ます。

　高所得世帯に優位な制度設計となっているため、平
成２４年度以降の負担のあり方について検討します。

　平成２２年３月に策定した「新おおいた子ども・子
育て応援プラン」に基づき、「子どもが心身ともに健
やかに育つ社会」、「安心して子どもを生み育てられ
る社会」の実現に向けた取組を、家庭や地域、学校、
企業等と連携・協働しながら、計画的・集中的に実施
していきます。

12
不妊専門相談センター運
営事業

福祉保健部
健康対策課

　不妊に関して医療面・精神面など様々な問題に悩む
夫婦等が、医学的・専門的な相談や不妊による心の悩
み等についての相談ができるよう、不妊専門相談セン
ターを開設・運営することにより、精神的な支援を図
る。

　不妊専門相談センターは、国の「子ども・子育てビジョン」により平成
２６年度までにすべての都道府県・指定都市・中核市において整備するこ
とが目標とされています。
　現在、市町村単位では不妊専門相談センターは設置されていませんが、
保健所や市町村では保健師等が相談に応じています。
　また、平成２２年度より不妊専門相談センター専任助産師が保健所に出
向き、出張相談に応じています。
　電話相談は毎週火曜日から土曜日の午前１０時から午後４時まで受け付
けています。（Ｅメール相談は随時です。）
　専門医師による面接相談は毎週金曜日の午後１時から午後４時まで受け
付けています。（電話予約が必要です。）

　不妊治療を受けているご夫婦の経済的負担の軽減を図り、子どもを生み
たい方が生めるような環境づくりを推進するため、不妊治療費の一部を助
成しています。
　１組のご夫婦に対する１年度あたりの助成額は以下のとおりです。助成
期間は通算５年度までとなっています。
Ａ：前年の所得合計額が730万円未満の夫婦が行う
　　特定不妊治療(体外受精・顕微授精)
　　上限15万円×2回（ただし、1年度目は3回まで）通算10回まで
Ｂ：その他の医療保険適用外不妊治療（人工授精等）
　　年限度10万円
Ｃ：Ａ＋Ｂの場合
　　Ａ上限15万円×1回（ただし、1年度目は2回まで）＋Ｂ上限10万円

 ※特定不妊治療助成状況の推移
　　平成19年度：上限10万円→上限10万円、年2回まで
　　平成21年度：上限10万円、年2回まで→上限15万円、年2回まで
　　平成23年度：年2回まで→1年目は年3回まで、2年目以降年2回まで
　　平成18年度当初予算額　　31,371千円
　　平成23年度当初予算額　　79,524千円

　保育料の支援だけでなく、待機児童の解消や延長保
育、病児保育の充実、認可外保育施設への支援など、
総合的な尐子化対策、子育て支援を実施してほしい。

県政モニターのご意見の概要

　尐子化対策のため、不妊治療に
係る医療費を助成していただきた
い。
　（不妊治療助成の予算を拡大し
て欲しい。）

　事業費は変わっていないのに成
果指標の相談件数が年々減尐して
いる。費用対効果を考え委託内容
を見直してはどうか。不妊で悩ん
でいる人が減っているわけではな
いと思う。

　不妊専門相談センターを市町村
単位で設置することはできない
か。また、土日や夜間の相談体制
はどうなっているのか。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　〔成果指標・実績〕の「指標の内容」は実際は「相談人員数」であり、
相談延べ件数は、１９年度３，９１４件、２０年度３，６２５件、２１年
度３，４５４件と微減していますが、初回相談者数は増加しつつありま
す。
　平成２２年度より、新たな取組として、不妊専門相談センター専任助産
師による出張事業を開始し、不妊に悩む夫婦だけでなく、その家族や若い
世代の一般の相談者等にも不妊についての理解を深めてもらうため、個別
相談事業、一般啓発・相談事業、研修事業を実施しています。

県政モニターのご意見の概要

【政策名】子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進

　高額所得者については、支援の必要はないのでは。

　地域で安心して子育てができるようにするために
は、保育料を軽減する本事業は重要な取組。ただ、市
町村ごとの事業実施状況にばらつきがあるので、未実
施市町村に対する働きかけをしてほしい。



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

13 老人クラブ助成等事業
福祉保健部
高齢者福祉課

　高齢者が心身ともに健康で生きがいをもって生活で
きるよう、老人クラブが行う清掃や健康づくり、ボラ
ンティア等の地域活動を支援する。

14
在宅高齢者住宅改造助成
事業

福祉保健部
高齢者福祉課

　介護保険の要介護又は要支援の認定を受けた高齢
者、あるいは介護予防の観点から、住宅改造が必要と
認められる一人暮らしや夫婦のみの高齢者等が生活環
境整備を図るために住宅改造する経費の一部を助成す
る。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　要介護状態であるか否かに関わらず、高齢者（６５
歳以上）がいる世帯が、暮らしの安全確保の為のバリ
アフリー改修工事や簡易耐震改修工事を行う際に助成
を行う「大分県おおいた安心住まい改修支援事業」を
今年度より新たに開始し、高齢者の住宅改修への支援
制度の拡充を図ったところです。

　高齢者の住まいとしては、ご自宅以外にも介護老人
福祉施設や、有料老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅、
グループホーム、ケアハウス等、個々人のニーズや身
体状況に応じた多様な居住形態が提供されています。
　しかしながら、高齢者の半数近くは「可能な限り自
宅で介護を受けながら住み続けたい」という希望を
持っており、こうした高齢者の意志が尊重され、住み
慣れた家や地域で暮らし続けることが出来るよう支援
していくことも大切だと考えています。

　高齢者が地域で安心して暮らしていくために、介護
予防と自立を促すサロン活動の普及や、地域での支え
合いネットワークの構築により、社会全体で高齢者を
支える仕組みづくりを進めています。

　高齢者の生きがいづくり及び、
独居老人の安心安全のため、高齢
者の知恵を活かしたボランティア
活動を推進してほしい。

県政モニターのご意見の概要 県の考え方及び予算要求への反映状況

　老人クラブという名称のイメー
ジが悪いため、新規会員が入らな
いので、名称を変えてはどうか。

　「老人」という用語は、老人福祉法、老人の日、老人週間など法律用語
にも用いられており、全国組織の名称変更の予定もありません。しかし、
単位クラブの名称については、これまで同様自由な名称が使用できます。

　高齢者自ら介護予防に取り組むことは重要なことと考え、平成２０年度
から平成２２年度まで、高齢者の自宅に介護予防のパンフレットを配布す
る事業を、老人クラブの会員さんに依頼して行いました。
　また、健康づくり活動に取り組む市町村老人クラブ連合会に対して、経
費の一部を助成し､介護予防に取り組むこととしています。

　高齢者の学習の場を確保し､豊かな知識や技術を持った高齢者の掘りお
こし、登録、活躍の場の提供を行うことにより､高齢者の生きがいづくり
とボランティア等の社会参画をすすめるため「いきいき実践大学」を開催
しています。
　これからも、高齢者の知識が地域でのボランティア活動につながるよう
に支援することとしています。

　老人クラブ活動を介護予防に活
用する施策を推進してほしい。

　不妊治療の場として、大分大学
を利用する方が大半とは考えにく
い。委託先として大分大学を選択
する根拠が分からない。また、事
業成果についても精神的支援が図
られたというコメントについても
判断基準が理解できない。
　従って、委託先についての再検
討、各医療機関との連携をもう尐
し取って、利用しやすいシステム
を作る必要があると考える。

　不妊専門相談センターは、不妊に関する様々な相談にお応えするために
設置しており、不妊治療は実施していません。
　不妊治療については、大分大学医学部付属病院を含めた特定不妊治療
（体外受精・顕微授精）を実施している県内３施設を指定医療機関として
認定するとともに、不妊治療を受けているご夫婦の経済的負担の軽減を図
るため、不妊治療費の一部助成も行っています。
　また、不妊専門相談センター利用者を対象としたアンケート結果による
と、「すぐ返信があり気持ちを受け止めてくれる場所があると思うと心が
落ち着いた」、「話しにくいことをゆったりした雰囲気で引き出してくれ
る」、「不安になった時すぐ対応してもらえるので心強い」等の意見が寄
せられています。

【政策名】自立と社会参加を支援する社会づくりの推進

県政モニターのご意見の概要

　在宅高齢者の住宅改造というハード面への支援と共
に、孤独死ゼロを目指す町内会組織のネットワークづ
くりや寝たきりにならないための介護予防（体操）の
実施等ソフト面での高齢者支援も推進する必要があ
る。

　今後の高齢化の進展や独居高齢者の増加を考慮する
と、個人の住宅の改修を支援することは効率が悪い。
　共同住宅を建設し、高齢者がグループで暮らす仕組
みづくりを行うべき。

　在宅高齢者住宅改造助成は、介護保険の認定者や後
期高齢者等、介護が必要になった高齢者への助成制度
であるが、元気なうち（介護が始まる前）に、将来に
備えての改修や、介護予防の為の改修に対しても助成
すべき。



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

15
省エネルギー等導入促進
対策事業

商工労働部
工業振興課

　中小企業者の経営体質の強化を図るため、省エネル
ギー診断、省エネルギー等設備導入に対して支援す
る。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　家庭の太陽光発電の設置に関しては、住宅用太陽光
発電と省エネ機器を複合的に導入した場合には低炭
素・グリーン社会構築事業により補助するなど、太陽
光発電の普及を図っています。

　コスト削減により中小企業の経営基盤を強化すると
ともに、ＣＯ２削減を通して地球温暖化防止にも貢献
する省エネルギーの導入を支援することは重要である
と考えています。

　この事業では、設備導入補助とともに、省エネル
ギー等導入促進セミナーを開催し、事業者等への普及
啓発を図っています。

　県民総参加ＣＯ２削減県民大会を開催し、家庭への
普及啓発を図っていく予定です。なお、省エネ統一ラ
ベルの星は、省エネ基準の達成率により付けられてい
ます。

16
東アジアビジネス推進事
業

商工労働部
商業・サービス業
振興課

　高い経済成長により消費マーケットが拡大している
東アジア地域における県産品の販路開拓と定番化を図
るため、県内企業の海外への取組を支援する。

【政策名】活力を創造する商工業等の振興

　海外への産品売り込みは、九州ブランドという切り口で行うことも重要
です。このため、九州各県及び政令市で「九州貿易振興協議会」を組織
し、九州というスケールメリットを活かしつつ、共同で海外バイヤーの招
へいや中国での物産展開催などに取り組んでいます。
　また、協議会とは別に、昨年はタイのバンコクで九州各県が協力して九
州フードフェアも実施しています。
　今後とも、九州が一体となった海外への産品売り込みを強化していきま
す。

　東南アジア地域にはタイのほか、日本との経済連携協定（ＥＰＡ）が発
効し、高い経済成長が続くベトナム、自動車関連産業の集積が進むインド
ネシアなどが注目されています。
　今後、そうした国々に関し、ジェトロ等関係機関との協力により情報収
集を進めながら、企業の市場開拓や業務提携等の可能性調査を進めていく
とともに、ＯＢを含めた留学生、ＡＰＵ等の大学を活用した人脈づくりを
進めます。

　タイ国以外にもベトナム、イン
ドネシアといった国々も念頭に置
くべき。

　海外ビジネス戦略は大分県単独
で行わず、九州統一で行うことが
必要。
　中国進出は「九州ブース」設置
で望むこと、県単位ではロスが多
い。

　ＡＰＵとの連携を強化。
　インドネシア、タイ、ベトナ
ム、アフリカ、ヨーロッパに目を
向けた県産品の売り込みが重要。
そのためにＡＰＵ大学生との連携
が必要

　予算を割いて支援をする必要性に疑問を感じます。

　今年、太陽光発電をつけました。これは高い買い物
だけどうれしいものですと業者に話しました。
　近所の人は１軒しかいません。多くの方にして欲し
いです。

県政モニターのご意見の概要

　省エネルギーと言われる商品が多いが本当かと思
う。電化製品の星は何を基準にしてつけているのか。
車のエコ対策も終わり、家電も年内は多くの商品にエ
コポイントが付いているが、来年１月から高額商品の
みになると言う。企業への省エネ対策同様一般家庭へ
もっと説明の場を多くしてほしい。

　直接の補助も大事ですが、意識改革のためのセミ
ナーの開催が先決のような気もします。

県政モニターのご意見の概要 県の考え方及び予算要求への反映状況

　国際人材の育成のためには、言語や文化が異なる外国人と直接触れ合
い、互いの考え方や価値観、慣習等を理解し合うことが大切です。
　本県ではこれまでも、留学生やＡＬＴ（外国語指導助手）が外国語教育
や総合的な学習の時間などに参画し、学校での交流活動を行うとともに、
姉妹校締結や文化・スポーツ交流などを通じて外国児童生徒と交流を行う
学校交流を支援してきました。
　今後とも外国への理解を深めるため、大学・短期大学での留学生数が人
口あたり日本一という優位性を最大限に活かし、積極的に中国等からの訪
日教育旅行を受入れる等、学校交流を充実させていきたいと思います。
　県立高校への東アジア学科等の設置は長期的な課題として検討したいと
考えています。

　本県には、諸外国の将来を担い、交流の架け橋となる多くの留学生がＡ
ＰＵをはじめとする大学、短大等に在籍しています。今後も留学生の外国
語能力や高い技能を引き続き各種ボランティア活動で活かすとともに、企
業のビジネスアシスタントとしての活用を促進します。
　これまで、ＡＰＵの留学生と連携したタイへの県産乾しいたけの売り込
みなどを行ってきましたが、今後とも、輸出におけるアドバイスや販路拡
大への協力をいただきながら、成功例を数多く作るよう努めます。

　相手国への理解を深めるため何
れかの県立高校に東アジア学科も
しくは中国学科の設立を検討すべ
き。



17
障がい者雇用モデルサ
ポート事業

商工労働部
雇用・人材育成課

　障がい者の雇用に取り組もうとする企業が、障がい
者雇用に対する理解を深め、安心して雇用に取り組め
るように、障がい者の能力を活かした雇用モデルづく
りや企業間の連携体制の構築に対して支援する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　障がいのある方の就業・生活両面について相談支援
等を実施する障害者就業・生活支援センターが、今年
度県下全域をカバーする体制となったため、今後は同
センターを拠点とした地域密着型の支援の充実に取り
組みます。
　また、企業と特別支援学校の連携については、特別
支援学校教員及び高等部生徒の保護者に対する一般就
労へのさらなる理解促進や、企業に対する特別支援学
校卒業生の採用促進を目的として、企業見学、作業実
習見学及び意見交換会を、昨年度に引き続き今年度も
３校について実施します。

　農業分野への就労を希望されている障がいのある方
が農業の基礎を学ぶことができるよう、障がい者委託
訓練「農業科」を実施します。

　新規求職が増加傾向にある精神障がいのある方の雇
用促進をテーマとして、企業等を対象とした「精神障
がい者雇用応援セミナー」を実施します。
　また、企業等で障がいのある方の職場定着に従事す
るため職場適応援助者養成研修（県外）を受講される
方に対し、費用の一部を助成します。

　今年度は、障がいのある方及び企業等の雇用支援を
図るため「障がい者雇用総合推進事業」を実施してい
ます。「ユニバーサルデザイン実践モデル事業」等関
連する事業についても、必要に応じてその連携を進め
ていきます。

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく法
定雇用率を達成していない企業等に対する指導は、大
分労働局及びハローワークが行っています。
　県としても、企業等に対する雇用啓発等に引き続き
取り組んでいきます。

　台湾は成長著しいアジアの中でも高い成長率を誇り、大分県にとっても
梨をはじめとする県産品輸出の重要市場であるだけでなく、韓国に次ぐ外
国人観光客のマーケットであり、県としても海外戦略での重点地域の一つ
と位置付けています。
　今後、中国市場をにらんだ台湾企業との連携や梨や杉材の販路拡大に取
り組むほか、九州広域ルートを中心に旅行客の誘致を推進します。
　なお、中国との交流についても引き続き取り組んでいきたいと考えてい
ます。

　障がい者雇用率が法的に決められているみたいです
が、不遵守企業への指導強化が必要では。

「ユニバーサルデザイン実践モデル事業」の中にこの
事業を盛り込んではどうだろうか。

　研修会など積極的に進めるべき。

　何かで、ある知的障がいの方は、同じ作業をまじめ
に行うので農作業にも向いているのではと書いてあっ
たように思います。障がいの程度に応じて、企業とし
て、もうかる農業を目指していけばよいのではと思い
ます。国産野菜は尐々高くても買いたいものです。

県政モニターのご意見の概要

　事業の成果等の中で「積極的に障がい者の雇用に取
り組む障がい者雇用推進企業を新たに２４社開拓し
た」とあるが、このことは企業の障がい者の就労に対
する理解の表れと同時に、障がい者の自立と社会参加
の面では大変喜ばしいことである。企画と特別支援学
校の教員との連携を深める中で、職場見学などの機会
が多くなれば、更に就労の機会も増えるのではないだ
ろうか。県の指導性を大いに期待する。

　県はジェトロ上海センターとの共同事務所として上海事務所を設置し、
駐在員が上海に駐在する県関係者で組織する上海大分県人会の活動や中国
に進出した県関係企業の訪問などを通じ、現地情報の収集に努めていま
す。今後も、貴重な現地の生の情報の収集に努め、県産品の販路拡大や中
国への地場企業進出に活かしていきます。
　近年、中国内陸部の市場が急速に拡大しており、県としても発展の可能
性が大きい華中エリアの中核的な省である湖北省を海外戦略での重点地域
と位置付け、交流拡大を図る予定です。湖北省の省都の武漢市は大分市と
３０年来の友好都市であり、近年は経済交流にまで発展し、大分県の知名
度も高いため、交流拡大が期待できます。
　また、インドネシアについても、自動車関連産業が集積していることか
ら、市場開拓の可能性調査等を進めていきたいと考えています。
　経済・社会がグローバル化する中、成長著しいアジア地域を取り込んで
いくことは、県経済の発展に必要不可欠となっていることから、本年度は
新たに県貿易協会と協働で、海外市場を目指し、積極的に輸出に挑戦する
県内企業を掘り起こし、情報をデータベース化するとともに共有します。
また、このような企業の海外進出をきめ細かく支援していくとともに、国
や県などの技術開発や製品開発の助成制度を活用しつつ、輸出品目として
優れた県産品を開発する企業を支援してまいります。

　県内に本社・事業所のある企業
で中国に進出している会社の駐在
員からの地道な情報収集と活用を
図るべき。
　中国でも地方の他都市（内陸部
の比較的大きな購買力のある都
市）やインドネシアも視野にいれ
るべき。
　輸出に耐えられる品質と量と単
価に優れた県産品の開発とリスト
アップ活動をすべき。民間の現状
を把握するために、民間と一緒に
ブレーンストーミングすべき。

　中国よりも台湾との関係を大切
にして人的・物的交流を図ること
が必要。中国との関係はむしろ縮
小を検討すべきではないかと感じ
る。



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

18
農業担い手確保・育成対
策事業

農林水産部
農山漁村・担い手
支援課

　農業生産の担い手の確保・育成を図るため、新たに
農業を志す人が栽培や経営の技術を習得するための各
種研修の実施、就農相談活動や新規就農者の就農時の
経済的負担を軽減する融資等の支援を行う。

県の考え方及び予算要求への反映状況

 農業系学科のある農業高校の学生を対象とした農業
大学校でのオープンスクールや実習体験等、高校と農
業大学校の連携を推進していますが、今年度からは高
校の授業のカリキュラムに農大や研究センターの講師
を派遣するなど、更に連携を深めています。
　また、先進農家を講師に招く経営者感覚育成講座を
大学に設け、就農に向けて効果的な指導を行っていま
す。
　研修については、優良農家において半年から１年
間、研修を行う実践研修制度を設けています。

　本年度から、地域に生産者や農業委員会、関係機関
により構成された就農サポート会議を設置して、新規
就農者の就農時の支援から就農後の技術、流通、生活
面も含めた支援を行います。
　また、農業ビジネススクールを開催して、経営面の
研修を行い意欲ある農家が経営拡大計画を立てること
によって、持続可能な経営確立を支援します。
　後継者に対しても、農業青年のプロジェクト研究な
ど組織活動への支援を行っています。

　利用可能な農地や住宅の情報等をパッケージで提供
できるよう就農情報のデータベースを整備し、市町
村、振興局などを通して積極的な広報を行っていきま
す。

　ふるさと雇用再生特別基金事業を活用し、労働力を
求めている生産者組織と失業者とのマッチングを図る
ため、（社）大分県農業農村振興公社にコーディネー
ターを２名配置しています。
　また、雇用者側に失業者の農業のＯＪＴを委託する
など、雇用就農の促進を図っています。

　今年度から、担い手確保専任職員を２名配置し、県
内外に積極的な情報提供を行うとともに、受入れ体制
を整備し、これまで以上に新規就農者を確保していき
ます。
　また、リタイアしようとしている農家の資産（農
地、施設等）についても、就農サポート会議等で情報
を共有し、農地として継承されるよう支援していきま
す。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

19 生活道路改繕事業
土木建築部
道路整備促進室

　生活道路として利用される国県道が、県民の道路機
能向上に関する意見・要望に尐しでも多くの箇所で応
えた道路となるように、通常の道路改良に比べ低コス
トかつ短期間に効果を発現できる「道路改繕工事」を
実施する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　本事業にて、既存の道路敷きを利用した歩行空間の
確保や歩道部の修繕に今後も取り組んでいきたいと考
えています。

　本事業は、幹線道路だけではなく、生活道路として
利用されている道路の課題に取り組むことも、大きな
目的の一つであり、ご意見に応えられるよう、今後も
生活道路の改繕に取り組んでいきたいと考えていま
す。

　新規就農者の確保だけでなく、就農後の持続的な経
営が確立できるよう支援をして欲しい。
　また、農業後継者の育成にも力を注ぎ、いろんな支
援もお願いしたい。

　新規就農希望者のために、空き家や農地などの情報
を提供できるようなシステムを構築し、広報して欲し
い。

【政策名】知恵を出し汗をかいてもうかる農林水産業の振興

県政モニターのご意見の概要

 農業高校や農大の役割は大きいため、教育内容の充
実等を図りきちんと就農に繋がるようにして欲しい。
 また、農家との連携により実践的な研修を実施して
欲しい。

県政モニターのご意見の概要

　中山間地域では、県道が住民の生命線です。今後も
維持改善をお願いします。

　「車道」「歩道」「自転車道」が区分されると、安
心して通行できる。また自転車や歩行者が通る部分の
修繕も優先して欲しい。

　農業法人や集落営農組織等、受け皿となる農業関係
企業や生産者、団体に対して支援し、失業者対策もか
ねて雇用を促進するための施策を講じて欲しい。

　農業の担い手が深刻な問題となっている中で、新規
就農者を増やしていくよう積極的な対策をこれまで以
上に講じて、持続的に新規就農者が確保できるように
してもらいたい。

【政策名】交流を支える交通体系の充実



　生活道路の整備に関しても、住民の方々と意見を交
えながら、限られた予算の中で数多くの要望に尐しで
も応えることができるよう、本事業でも努力したいと
考えています。

　通学路などについては、「交通安全事業」で歩道、
自歩道を設置しており、それ以外の歩道等未整備区間
については、本事業で簡易歩道の整備などによる対応
を検討していきたいと考えています。

　植樹帯による見通しの阻害については、同様に意見
が寄せられており、生活道路の新たな課題として、本
事業での対応を検討したいと考えています。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

20 めじろん放送局推進事業
企画振興部
広報広聴課

　おおいた国体・障スポ大会のビデオボランティアに
県の政策ニーズに沿った映像を撮影・編集してもら
い、草の根放送局として情報発信することにより、ビ
デオボランティアに新たな活躍の場を提供するととも
に、県の新たな情報発信ツールとする。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　県庁ホームページトップページのバナーや各市町村
等へのパンフレット配布により事業の周知に努めてい
るところです。また本年度は、全世帯配布の広報誌を
活用した新規ビデオボランティア募集により、事業の
ＰＲも併せて行っています。

　県では、インターネットのみならず、全戸配布の広
報誌「新時代おおいた」やテレビ、ラジオ、新聞など
の各種広報媒体を活用した広報活動を実施していま
す。今後もメディアの多様化に対応した効果的・効率
的な広報活動に取り組んでいきます。

　平成２１年度は事業初年度であることから、システ
ム開発経費が含まれましたが、次年度からは削減され
ています。引き続き、効率的な運営に努めていきま
す。

　ビデオボランティアの技術向上のための研修や新規
ビデオボランティアの募集などにより、映像作品の充
実を図ることとしており、大分県のアピールに一層努
めていきます。

　本年度も引き続き、ビデオボランティアと協働し、
映像作品数の増加や映像技術の向上などにより、視聴
者数増加に取り組んでいくこととしています。

県政モニターのご意見の概要

　大分国体の盛り上がりに大変貢献していました。活
躍の場をぜひ拡大してください。

　めじろん放送局を活発にして、大分を全国的に宣伝
し、観光客をもっと集めてほしい。

　必要な事業だと思いますが、事業費をそんなにかけ
る必要性はないと思われます。

　パソコンを使えることが前提となっていますので、
対象者が限られると思います。

　めじろん放送局推進事業は聞いたことがなく、知名
度が低い。周知が足りないと思う。

【政策名】高度情報通信ネットワーク社会の形成

樹木を植えるのは良いが、繁って車が見えにくい箇所
がある。

　生活道路において、歩道が未整備であり、特に小中
高校生の通学路等は早急な改善が望まれる。
　地主との交渉もよく話し合い実施できるようにして
欲しい。

　生活道路の整備が進んでおらず、渋滞、道路の不備
等がたくさん見受けられる。コスト削減に固執し、既
存の交通量調査での利用状況だけで、改良の可否を判
断するのではなく、改良後の利用者の増や、本当に必
要とされている道路はどの部分であるかなど、住民の
意見に耳を傾けながら推し進めて欲しい。



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

21 市町村行政基盤拡充事業
総務部
市町村振興課

　市町村の自主性、自立性を強化し、住民サービスの
向上を図るため、住民に身近なサービスに係る事務に
ついて県から市町村へ権限移譲を推進するとともに、
事務処理に必要な経費を財源措置する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　大分県市町村権限移譲ワーキンググループ会議と
は、地方自治法を根拠に実施する県から市町村への権
限移譲の取組が住民サービスの向上、主体的なまちづ
くりの推進、事務の効率性向上をもたらす取組となる
ように、県と市町村の意見交換の場として双方の担当
課で構成する会議です。また、権限移譲事務市町村交
付金とは、地方財政法により移譲した事務の経費に対
する財源措置として市町村に支払う交付金ですが、事
務処理件数により金額を決定しています。
　市町村への権限移譲により今まで県の事務所で受付
けていた数種の申請を市町村で受付けるようにしまし
た。例えば、パスポートの発行手続きを市町村が移譲
され、本所だけでなく支所でも行えるようになり、住
民の利便性が向上した事例もあります。

　法律で県の業務とされているものを市町村に移譲す
るもので業務の重複はありません。また、移譲する事
務を選定する場合、以下の３点に該当する事務である
かを判断のうえ選定しており、県・市町村トータルで
コスト増を招くものではありません。
①地域の住民、事業者へのサービス・利便性向上につ
ながる事務
②地域の実態に即した主体的なまちづくりにつながる
事務
③市町村の担っている事務との一体的な処理による効
率性向上につながる事務

　県から市町村への権限移譲は、市町村の自主性・自
立性の強化を図るために住民サービスの向上と効率性
向上につながる事務の移譲に努めています。
　また、移譲に際しては、県と市町村の担当課にて構
成する大分県市町村権限移譲ワーキンググループ会議
等により市町村と十分に協議のうえ手続きを進めるこ
とから、予定以上に時間を要する場合もありますが、
引き続き移譲を推進していきます。
　さらに、既に移譲した事務については、同ワーキン
ググループ会議や市町村への個別のアンケート調査等
により、移譲後の状況把握に努めています。
　併せて、各団体から寄せられた意見やそれに対する
回答などは、グループメンバーにフィードバックし、
事務の運営に役立てていただいています。

　農地法に係る農地転用許可事務及び権利の移転許可
事務については、既に移譲済みの市町村もあります
が、移譲されていない市町村もあることから、現在継
続して協議を行っています。

　住民サービスの向上を目的の一つとして県から市町
村への権限移譲に取り組んでいますので、今後も市町
村の協力を得ながら進めていきます。

　県と市の業務区分がよく分からないが、業務の重複
がないよう、何でもかんでも移譲でなく、コストが掛
からない範囲で移譲して頂きたい。

　市町村の自主性・自立性を強化していくことは極め
て重要なことである。経費削減を図る中で住民からの
要望に応えて欲しい。権限移譲は目標に対し実績面が
下回っているので、もう尐し強化すべきである。権限
移譲した項目については機能が発揮されているか、事
後チェックが必要である。ワーキンググループでの意
見等は情報開示してほしい。権限移譲を積極的に図る
ことで住民サービスの効果が出てくると考えるので、
県と市町村が一体となって促進してほしい。

　農地の流動化、有効活用は事業目的のとおり身近な
問題である。農地の役割のない名目だけの農地、畑地
が山林化した農地など現状から見て農地として有効活
用されていない農地は地目に応じるよう対処すべき。
一連の事務手続を市町村に権限移譲し、荒れ地のない
環境を確立すべきである。

　今まで大分市内に申請しに行かなければならなかっ
たものが市役所でよくなったことはとてもありがた
い。ほかにも市町村単位でよいことはどんどんやって
ほしい。

　ワーキンググループ会議や権限移譲事務市町村交付
金とは何か。パソコン、メールの時代に不要であり、
無駄遣いである。住民サービスは一向に向上されてい
ない。

県政モニターのご意見の概要

【政策名】合併による新市建設への支援



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

22
ものづくりスペシャリス
ト育成推進事業

教育委員会
教育財務課

　地域産業社会の振興と発展に貢献する「人づくり」
を一層進めるために、農業・工業系高校の実習施設・
設備を充実し、将来の産業界を担う専門的な知識、実
践的な技術を持つ有為な人材の育成を図る。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　本事業では、将来の産業界を担う高度な技術を持つ
人材の育成を図るため、農業・工業高校の実習施設の
整備をすることとしています。
　今年度予算では、基礎教育にかかる部分の物品につ
いても導入を予定しております。

　今後も優れた技術力が引き継がれるよう、農業・工
業高校の実習施設・設備を充実し、将来の産業界を担
う高度な技術を持つ人材の育成を図ります。

　県立学校の施設設備については、今後も教育環境の
改善を図り、魅力ある学校づくりにつながるように、
その充実に努めます。

　水産系等の産業教育を行う高等学校については、産
業教育等設備整備事業による設備整備を行っておりま
す。

事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

23 特別展開催事業
教育委員会
文化課

　より多くの人が県内外の文化財や歴史に対する関心
と理解を深められるよう、歴史博物館において特別展
を開催する。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　平成２３年度特別展の企画内容は、博物館の観覧者
アンケートでの「“仏像”をもっと見たい」という希
望を受け、奈良国立博物館所蔵の「阿修羅像（模
造）」を借用し、仏像を中心とした展示にいたしまし
た。
　また、平成２４年度特別展は「特別展に向けた意見
集約会議」を開催し、県民有識者から企画の御意見を
いただき特別展の企画を検討することとしておりま
す。
　なお、特別展に先がけ「夏休み子ども歴史教室」を
特別展の内容に合わせた体験型イベントとして実施す
る予定です。

　平成２３年度はテレビ・ラジオ・新聞のほか雑誌に
も特別展の内容を紹介していただくほか、「博物館が
やって来た！！」と銘打って学芸員が地域（豊後大野
市、大分市、日田市）に出向き特別展の内容を講演す
る広報活動を計画しております。

　平成２３年度特別展では、より展示に興味を持って
いただけるように特別展事前講座を４回、記念講座を
１回、関連講座を２回計画しております。

　特別展及び歴史博物館の広報に力を入れて欲しい。

　展示だけではなかなか興味がわかないため、特別展
に併せて講座等の関連イベントを開催して欲しい。

県政モニターのご意見の概要

　高校の基礎教育にかかる設備の充実を図って欲し
い。

　大分には優れた技術力がある。これからも受け継が
れるよう、今後も事業を継続していただきたい。

県政モニターのご意見の概要

　特別展の企画について、より県民の興味関心を捉え
た内容にしたり、子ども向けのイベントを行って欲し
い。

【政策名】多様な教育の推進と未来を拓く青尐年の育成

【政策名】多彩な県民文化・県民総スポーツの振興

　公立離れが進まないよう、県立学校の施設設備につ
いては、もう尐し予算をかける必要があると考えま
す。

　事業が県立学校の農業系、工業系を対象としている
ようだが、水産系等も対象として欲しい。



事業番号 事業名 担当所属名 事業の内容

24 県有財産利活用推進事業
総務部
県有財産経営室

　行財政改革プラン・新県有財産利活用推進計画に基
づき、未利用地売却の推進並びに貸付け等による有効
活用を図る。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　事業推進の参考とするため、不動産関係団体並びに
大手不動産会社等と随時意見交換を行い、県有財産の
利活用に向けたアドバイスをいただいています。
　また、入札情報は県内不動産関係団体へ積極的に公
表し、会員への入札情報の周知等のご協力をいただき
ながら、事業目標の達成に努めています。

25
県民の風モニター推進事
業

企画振興部
広報広聴課

　県政モニターの設置等により、県民からの多彩な提
言、意見、要望等を把握するとともに、当該提案等を
広く県政に反映させる。

県の考え方及び予算要求への反映状況

　現在、より多くの県民に県政モニタ－として県政に
対して提言をいただけるよう、任期については概ね１
年としていますが、モニタ－からの申し出により、２
年目の方もいらっしゃいます。今後も、県政へのより
多くの提言をいただけるよう県民へのモニタ－制度の
周知に努めてまいります。

　多くの若者から意見をいただけるよう、本年度から
県内の一部のコンビニエンスストアで「提言カ－ド」
を置く準備を現在進めています。また、本年度から
は、幅広い世代の意見を聞くため県内の学生や県外に
居住している本県ゆかりのある方にもモニタ－として
県政への提言をお願いしているところです。今後もよ
り多くの県民からご意見をいただけるよう努めてまい
ります。

県政モニターのご意見の概要

　幅広い世代の県民から意見・提案・要望が出るよう
に「提言カ－ド」を公的機関だけでなく、コンビニエ
ンスストア等にも設置したらいかがでしょうか。若者
からの意見が増えると思います。

　県政モニタ－の任期は１年ですが、希望すれば延長
できるとしたらいかがでしょうか。より一層の建設的
な意見がでるのではないでしょうか。

　実施方法として、不動産業者（不動産協会）と連絡
を密にして、事業目標の達成に努力すべき。

　不景気なのでなかなか売れないと思う。県民に広く
利用してもらう方策を考えてほしい。アイディアを募
集してもよいと思う。できるだけ活用していただきた
い。

　県有財産を利活用するということは、資源の有効活
用という観点から大変有益なものであると思う。ま
た、達成率が100％を超えていることより目標は達成
されていると思うが、すべての県有財産を利活用する
ことが望ましいので今後ともさまざまな方法により事
業を推進してもらいたい。

　これからぜひ力を入れて頂きたい。いらない品等は
売却し、無駄を取り除き豊かな県にしていきたいです
ね。

　県有財産は即刻競売なり、財政の推進のため売却し
て欲しい。そして不足している農業、林業の立て直し
にその代金を充ててください。

　大分県では、将来にわたって利用計画のない土地等
の県有財産について、平成１６年度から平成２０年度
までの５年間に「行財政改革プラン」「県有財産利活
用推進計画」に基づき、積極的に処分してきました。
　その結果、売却等目標額の約４８億円に対し、６８
億円余りの実績を達成したところです。
　また、平成２１年３月に策定した「新県有財産利活
用推進計画」（平成２１～２５年度）に基づき、未利
用地等の売却や貸付け等により、更なる歳入の確保に
努めているところです。
　このように売却処分等で得られた収入は、県政推進
のための貴重な財源として、今後とも有効に活用して
参ります。

　近年の不動産市況の低迷・地価下落により、県有財
産の売却が困難な状況の中で、平成２２年度以降、不
落札物件を再度入札する方法を改め、先着順随意契約
による売却方法を取り入れることにより、売却促進を
図っています。
　また、大分市近郊で将来地価の回復が見込まれる物
件については、駐車場用地としての貸付けを行うな
ど、売却以外の方法により歳入の確保に努めていま
す。
　一方で、県民の貴重な財産をより有効活用するた
め、売却の条件整備が困難な旧大分県運転免許試験場
については、複数学校の第二グラウンドとして、生徒
の部活動の場として利用出来るよう整備しているとこ
ろです。
　今後とも、様々な民間のノウハウ等も取り入れなが
ら、県有財産の有効活用に努力して参りたいと考えて
います。

県政モニターのご意見の概要

○その他の事業



　現在、県のホ－ムペ－ジで広聴制度について周知し
ているところですが、今後もあらゆる機会を通して県
民に周知してまいります。また県政モニタ－について
はハガキで提言をいただくほか、電子メ－ルでも提言
をいただけるようにしており、今後も多くの県民から
ご意見をいただけるよう努めてまいります。

　現在、県のホ－ムペ－ジで県政モニタ－からの提言
の部門別状況や県政への反映状況、広聴制度等につい
て掲載しているところです。今後はモニタ－制度の概
要なども掲載し、県政に対してより関心を持っていた
だけるよう工夫改善してまいります。

　現在、県政に対して提言をいただいたものは県の考
え方を回答させていただいていますが、県以外の機
関、例えば国や市町村等に対する提言については、提
言者と電話等で連絡のうえ、県から関係機関に伝達の
うえ文書を送付しています。また、提言者へ回答して
いただけるよう伝えているところです。今後とも、県
民からのご意見に対する回答については、対応する機
関が替わっても、真摯に対応していただくよう周知徹
底をしてまいります。

　以前、意見を出させていただいた時、○○役場の○
○課に伝えておきます。という回答をいただき、その
後はその課からも何も連絡がないことなどもありまし
た。とても残念な気持ちでした。県民からの意見など
があったときはその後、どういう動きがあったのか？
また、その意見を出した者からも最初に意見を出した
ところへきちんと最終的にどうなったのか知らせるよ
うなシステムを作ったほうがいいのではないかと思い
ます。

　県政モニタ－からの意見、提案の部門別状況や県政
への反映状況などの総括、モニタ－制度などの説明が
欲しい。

　県政モニタ－からの提言、意見、要望等の把握に県
民が答えるべく、県民に制度を広報するとともに、特
にインタ－ネットは経費も安価と思いますので、ネッ
ト利用者の多くの公募をお願いします。


